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研究成果の概要（和文）：　ポピュリズム政党を、①政策、②党運営・組織、③支持構造、の観点から総体的に
把握し、欧州と日本の比較分析を行うという研究目的のもと、各担当者がそれぞれフランス、オーストリア、ド
イツの右翼ポピュリズム政党の政策及び影響、また政党への影響について考察した。それぞれの研究成果は、個
別に論文や学会報告等で公開している。
　研究代表者の福島はフランスの右翼ポピュリズム政党RN（FNから改称）、研究分担者の梶原はオーストリアの
右翼ポピュリズム政党「自由党」、同じく研究分担者の近藤はドイツの右翼ポピュリズム政党AfDをそれぞれ担
当し、個別に研究を進めると同時にその研究成果を持ち寄り各国の比較分析を行った。

研究成果の概要（英文）：For the purpose of comparative analysis of European populist parties in 
terms of policy, party organization, electoral support, each researcher analyzed right populist 
parties' policies, organizations and influence to the populist parties in France, Austria and 
Germany. The results of each research are published as research papers and  Conference 
presentations.
Fukushima took case of RN(ex-FN), French populist party, Kajiwara, Freedom Party of Austria,  and 
Kondo, Alternative for Germany. We advanced each research and comparative analysis of three 
countries. 
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研究成果の学術的意義や社会的意義
ポピュリズム政党研究は近年増加しつつあるが、政党の支持拡大の手法にばかり注目が集まり、政策や党運営・
組織、支持構造などを総体的に分析する研究は少なかった。本研究はそれを補うべく、各担当者がそれぞれフラ
ンス、オーストリア、ドイツの右翼ポピュリズム政党の政策及び影響、またそれらへの影響について考察を進
め、かつ比較分析を行った。その結果、ポピュリズム政党は、福祉国家の社会的投資化、寛容な移民・難民政
策、厳しいコロナ対策に対する不満の受け皿となり、低所得・低教育歴の人々を超えて中間層の支持を獲得して
いる点が明らかになった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

 

 ポピュリズム政党は近年増加しつつあるが、政党の支持拡大やその手法にばかり注目が集ま
り、政策や党運営・組織、支持構造などを相対的に分析する研究は少なかった。本研究はそれを
補うべく、各担当者がヨーロッパ諸国の中でも右翼ポピュリズム政党の活動及び支持拡大が著
しいフランス、オーストリア、ドイツの３か国を取り上げ、各政党に関して、①政策、②党運営・
組織、③支持構造、の観点から総体的に把握し、比較分析を行うことを目指した。 

 

 

２．研究の目的 

 

 政治学の分野では 1990 年代から注目されつつあったヨーロッパのポピュリズム研究だが、そ
の内容は、カリスマ的指導者の言動やポピュリズム的手法による支持拡大の方法に焦点を当て
たものが多かった。しかし、近年たとえば欧州議会では各国で第一政党や第二政党に食い込むな
ど、特に右翼ポピュリズム政党の支持拡大は著しく、先行研究の分析では、なぜポピュリズム政
党が有権者からの支持を拡大しつつあるのか、存在そのものを恥とするような激しい批判も多
い中で一体誰が（どういう属性の有権者が）支持しているのか、支持拡大につれて党組織や党運
営は変化しているのか、等が明らかになっていなかった。 

そこで、本研究は、フランス、オーストリア、ドイツ３か国のポピュリズム政党を取り上げ、
①政策、②党運営・組織、③支持構造、の観点から総体的に把握することを目的とし、各国の比
較分析を行うことで、各国の特徴や共通点および差異などを明らかにすることを目的とした。 

  

 

３．研究の方法 

 
研究代表者の福島はフランスの国民連合 RN（旧国民戦線 FN）を、研究分担者の梶原はオース

トリアの自由党を、研究分担者の近藤はドイツの「ドイツのための選択肢」（AfD）を担当した。  
政策については、代表者が家族政策、分担者梶原が移民・難民政策と外交・安全保障政策、分

担者近藤が福祉とエネルギー政策を担当する。党組織・支持層の総括と分析は、代表者と分担者
が協力して行うこととした。 
まず早い段階で研究会を開催し、そこで決定した方針にしたがって、各自が資料や文献収集を

始め、夏休み等長期休暇期間にはそれぞれフランス、オーストリア、ドイツにて現地調査を行う
こととした。現地での党関係者らへのインタビューや資料収集をもとに各自が研究分析を進め、
その成果を研究会で各自が報告した。研究会は年に数回、コロナ禍となってからはオンラインで
開催した。研究会では全員で議論し、総括や比較分析を進めた。 

 
 
４．研究成果 
 
ヨーロッパで台頭しつつあるポピュリズム政党に関して、本研究はそれを補うべく、各担当者

がそれぞれフランス、オーストリア、ドイツの右翼ポピュリズム政党の政策や党運営・組織、支
持構造などを総体的に分析し、政策及び影響、またそれらへの影響について考察を進め、かつ比
較分析を行った。 
全体を通して、年に数回開催した研究会で、各自の研究成果の報告をし合い、忌憚のない議論

を交わし、各国のポピュリズム政党についての分析を比較の視点も交えてより深めていった。同
時に、それらの総括および比較分析も行い、特に各国のポピュリズム政党の支持構造や党組織の
綿での共通点や差異についての分析を深めた。また、各自の研究成果はそれぞれ論文や学会など
で公表していった。 
より具体的に言うと、１年目は各自が担当する国に渡欧し、党関係者らへのインタビューや現

地での資料収集を進め、各自の研究を進め、かつ現状報告をし合った。 
２年目は、前年度に引き続き現地調査も含めて各自が担当する研究をより進めていくと同時

に、並行して各自が調査・分析した成果について総括および比較分析するための研究会を実施し、
全体の研究としての比較分析も進めて行った。また、各自がそれまでに得た資料や調査をもとに、
それぞれが論文公表や学会発表、著書出版などに尽力し、外部に向けて研究成果を発信した。 
３年目は、引き続き研究会で各自の担当分野の研究を進め、成果を報告し合い、各国政党の比

較分析及び全員での党組織・支持層の総括と分析も進めていく予定であった。しかし、新型コロ
ナウイルスの影響で、渡欧が困難となり、現地調査が不可能となり、予定が狂うこととなった。



 

 

オンラインで研究会を数度開催し、今後について議論した結果、各自の分担研究はこれまで集め
た資料等をもとにそれぞれ進めていくことで合意し、各自の研究成果の総括および比較分析は
オンライン研究会で進めることとした。しかし、３人ともこれまでの調査で不足している資料な
どを最終年度の渡欧で現地調査の仕上げをする予定にしていたため、またコロナ禍で大学教育
の方法も変更を余儀なくされたため、各自が大学教員として担当している大学での講義方法の
大幅変更を迫られ、その対応に追われたこともあり、研究はあまり進まなかった。 
そのためオンライン研究会を開催し、今後の方針を議論した結果、本研究を１年延期申請する

こととした。その際に、１年経てばコロナも収まるかもしれない、渡欧も可能になるかもしれな
いという淡い期待を持ちつつ４年目に突入したが、コロナ禍は収まらず、渡欧は困難なままであ
った。そのため、各自は研究手法を変更し、国内で得られる資料等を中心に、それまでに得た資
料や研究成果をもとに各自の研究を進め、かつオンライン研究会で各自の成果を報告し合い、全
体の総括と比較分析を行った。 
これらの結果として、ポピュリズム政党は、各国でこれまで進められてきた福祉国家の社会的

投資化、寛容な移民・難民政策、厳しいコロナ対策に対する人々の不満の受け皿となり、これま
で支持層の中核とされていた低所得・低教育歴の人々のみでなく、中間層の支持も獲得している
ことや、女性の支持が増加していることが明らかになった。これまでの先行研究では、ポピュリ
ズム政党の支持者は低所得層や低教育歴の人々のみとされていたが、それでは近年のポピュリ
ズム政党の支持拡大が説明しきれていなかったが、本研究の成果によって、支持層の中間層への
拡大という点がデータ等で明らかにされたことは、社会的意義が大きい。フランス、オーストリ
ア、ドイツいずれの国でもポピュリズム政党は議席数を増やしつつある事実からも、既存政党が
すくいきれていない民衆の不平や不満を、ポピュリズム政党が積極的なアピール等で受け皿と
なっている現状も明らかになった。特にこれまで女性は「マッチョ」な右翼ポピュリズム政党を
忌避すると言われてきたが、近年どのポピュリズム政党も「ソフト化」を演出していることもあ
り、女性や中間層における忌避感が薄れ、ポピュリズム政党を支持することに対する社会的圧力
などが薄れていることも明らかとなった。 
こうした研究成果は各自が論文公表や学会報告、著書出版などで社会に公表している。 
残念ながら本研究の後半はコロナ禍のため現地調査が困難となり、資料収集や党関係者への

インタビューなどが予定通りにできなかった面もあり、特に最終年度に進める予定であった比
較分析の共同研究が予定通り進まなかった点はあるが、それでもこれまでの先行研究に欠けて
いた部分の分析を推進することができた。その功績は大きいと言える。また、今後も研究会等を
開催し、比較分析を進める予定である。 
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